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Natural Capitalism
自然資本主義
我々は新しい雇用を生み出し、環境を貯蓄し、社会の安定を促進することができる。その答えは創造的であり、現実的であり、有益である。

ポール　ホーケン

自由市場資本主義とともに米国は地球上で最も無駄の多い国となった。ほとんどの人がそれを知っている。日常見られる無駄：交通渋滞、修理できないビデオ、発泡スチロールのコーヒーカップ、ゴミ埋立地、目に触れることのない無駄：スーパーファンド
、グリーンハウスガス
、放射性廃棄物、微量検出化学物質、そして我々が考えまいとしている社会的無駄：ホームレス、犯罪、麻薬常習者、気づかないうちに忍び寄る高齢化と老衰などがある。

国や国際的なレベルで、社会、環境の衰退がそれぞれ独立に切り離された形で進んでいることを知ることができる。実際のところ、産業化の論理の奥深く埋め込まれたお粗末な設計による結果が行き着くところは、これらの二つの問題につながっている。トトがカーテンを開けたとき
：産業主義の効率的なダイナモはそこになかった。それ自身の尺度で考えても産業主義は驚くほど非効率である。

近代産業主義は、我々が今日暮らしているものと世界が非常に違っていた時代（小さい人口、とぼしい生活物資、莫大な天然資源）に発生したものである。産業と資本主義の成功によって、この前提は覆されてしまった。今日、より多くの人が少なくなってしまった資源を求めて狂奔している。

しかし、産業自身は、いまだに、人手を減らし、生産性をあげるためにより多くの資源を使うという、かつてのルールで動いている。

１０年後２０世紀の終わりを振り返って我々は、これらのトレンドに対して発生する、「どうやったら１つの種が、自然を衰退させる中で繁栄し続けることができるのか」という疑問を、ビジネスや社会がいかに長い間無視し続けてきたかということについて考え込んでしまっているかもしれない。歴史家は多分、政治、メディア、経済、通商が一丸となって、我々の社会、自然環境をだめにしながらそれを成長と呼ぶような産業体制をどうやって作ったのかについて明らかにするようになるかもしれない。Bill McKibbenは、著作の中で、「議会の法律（ロー）と物理の法則（ロー）は加速度的に拡大されてきたが、（皮肉なことに）物理法則はうまく活用されたとは言いがたかった。」と言っている。

我々が探すことを無視し続けている法則は、どうやって生活自身が生活を支えることができるかを決定するものである。商取引は、富を得るために生活システムを必要としている。このようなことをあえて言わなければならないことも時代の象徴である。産業の成功に奢ることによって、我々は人類が達成できることばかり強調しながら自然の営みを無視してきた。その成果を誇る商業制度は、きれいな空気や水、健全な土壌、安定した天候といった健全な生活システムが経済活動と一貫したものであるとは見ようとはしなかった。われわれの生活システムが破壊されてくるにつれて、伝統的な天気予報やビジネス経済は沈んでいく船の生活ルールに基づくものへと変わってきている。

（共和党支持の米国）人は、資本主義がまだ試されていないことを除けばなにも悪いところはないと言いたい衝動にかられる。我々の産業システムは、どんな企業も倒産する可能性をもつ会計システムを基盤としているからだ。

現在使われている経済理論は次のような単純な理由から我々の将来の案内役としては役にたたない：「自然資本」がバランスシートに決して現れてこないからである。（自然資本が、）無料の設備や無限の供給を前提するのではなく、生産過程の一部として一緒に価値判断されるものとして取り込まれたときに、すべてが変わる。価格、コストはもとより、なにが経済的なものであるのか、またそうでないのか、といった概念が劇的に変わってしまうであろう。

いろいろな産業は自然資本を破壊する。なぜなら、歴史を見れば、その破壊的営みによって利益を生み出してきたからだ。ビジネスが財を生産し、雇用を増やすことに成功すれば、消費者の需要は拡大し、ますます自然資本を破壊してしまう。そろそろ根本的な変革の時が来たのだ。

自然資本
自然システムからは、バイオスフィアIIの失敗が示すように、人手を介さない媒体によって何兆ドルものサービスが生み出されている
誰もが、投資、工場、道具の形をした富の集積という資本の伝統的な定義を知っている。「自然資本」は、我々が使用する再生不可能（石油、石炭、金属、鉱物）な、または、再生可能（森林、海洋資源、農地）な資源の集まりである。我々は再生可能資源を、木材のようにより望ましい素材であると考えがちであるが、最も重要な価値は、それらによって提供されるサービスである。サービスは資源そのものと関連はしているが、異なるものなのである。それらは、パルプではなく森林地帯であるし、食料ではなく表土である。生態システムが我々に食物を与え、保護し、癒し、住処をきれいにし、呼吸できるようにしてくれているのだ。きれいな空気と水、気候の安定、降雨、海洋資源、肥沃な土壌、流水、そして、（自然と産業が出す）ゴミの分解などのあまり評価されていない環境資源、などの健全な環境（の資本）が提供してくれる「収入」が、それら（のサービス）なのである。スタンフォード大学の生態学者であるGretchen C. Dailyは、彼が編集したNature's Servicesという本の中で、商業システムによって（毎年）数兆ドルにおよぶエコシステムのサービスが使用されていることを指摘している。
エコシステムによるサービス価値の規模を疑う人には、２００万ドルをかけて行われたバイオスフィアII実験の結果が具体的な検証となる。１９９１年に実施されたバイオスフィアII実験は、ガラスで覆われた３エーカー（１２，１４１平方メートル）の生活システムに８名の人間が２年間健康に暮らすことが目標であった。しかし、空気は汚れ、二酸化炭素の濃度は増え、酸素に至っては外から供給する必要が発生した。また、二酸化窒素のレベルによって脳の働きに影響が出た。ゴキブリが大発生する一方で受粉昆虫が死滅した。つる植物が 穀類や木を窒息させたし、水が豊栄養化によって汚染されたため、中の人たちは飲む前に手でろ過しなければならなかった。初めに２５種類いた動物のうち１９種類が死滅した。

１７ヶ月目の終わりには、中の人たちは１７，５００フィート（約５，３３４メートル）の高度にいるのと同じ酸素不足の症状を見せ始めた。もちろん実験であるから、始めの設計に欠陥があることは当たり前である。しかし、２００万ドルをかけたエコシステムでも８人が１７ヶ月間暮らすサービスを提供できなかったのだ。しかも、人類は３秒間に８人ずつ人口を増やしている。

バイオスフィアIIの実験から得た教訓は、基本的な自然サービスの代替となるような人工物は作れないということである。我々が、廃棄物分解サイクル、遺伝子プール、表土、土壌の湿り気、河川システム、受粉、水産などを経済的な形で生産することができるようには決してならないのだ。技術を使っても土壌に発生した問題を解消することはできないし、きれいな空気、生物品種のばらつき、清水、気候の安定を保証することもできないばかりか、米国だけでも毎年２５０億トンも発生するゴミを分解できるように環境の分解能力をあげることなどとうていできないのだ。
制約要因としての自然資本
繁栄の新たな限界は自然システムがもたらす－
漁船によってではなく水産資源によって、製材所によってではなく森林によってもたらされている
１９７０年代までは、自然資本はビジネス計画にはしっくりしない概念だったが、すでにほとんどの企業が関係していたのである。産業化時代全体を通して、生産された資本（貨幣、工場など）をもって経済学者は産業生産の中心的な因子であると考え、自然資本は無視することができるものとしてきた。バランスシートから自然資本を除外することは納得できるものであった。（自然資本が）あまりに豊かであったために、全く価値を考える必要がなかったからである。

歴史的に、経済発展は労働の提供、エネルギーリソース、機械、そして金融資本などのいくつもの制約要因に直面してきている。制約要因がなかったり枯渇したりすると成長が止まってしまうこともあった。吹雪で孤立してしまったら、水や食料や暖が生き延びるために必要である。１つの因子が他に取って代われるものではない。凍えているときにいくら水を飲んでも服の代わりとはならないのである。

これまで産業社会は制約要因が増えていく中で経済的発展を遂げてきた。いつもきれいというわけには行かなかった：移民と高い出生率とともに奴隷制が労働不足を「満足」させた。エネルギー需要を満たすために、鉱業の会社は石炭、石油、天然ガスを掘り続けた。労働生産性をあげる装置のニーズが蒸気エンジン、多軸紡績機、綿繰り機械、電信の発明を促した。金融資本は、中央銀行、信用貸し、株式市場、為替市場メカニズムなどのおかげで、どこにあってもそれを扱うことができるようになった。
経済成長と変化によって新たな制約要因が発生し始めた。その結果大掛かりな構造変化が始まった。それは、これまでとは全く違っていた。経済的に合理的な活動がそうではなくなってしまっただけでなく、かえって破壊をもたらすようになった。

経済学者Herman E. Dalyは、はじめて成長を阻害する要因が、人間の作り出す資本のせいではなく、自然資本の不足によって発生し始めているという歴史的転機を我々が迎えているのであると警鐘をならした。漁獲高の頭打ちは漁船が不足しているからではなく、水産資源そのものによるものであり、また、灌漑の頭打ちはポンプや電力の不足によるものではなく、水脈が枯れてきているからであり、パルプや製材が不足するのは製材所が足らないからではなく、豊かな森林が枯渇してきているからなのだ。

かつて現れた制約要因と同様に、自然資本が経済的な影響力を持ち始めたことは、保守的な制度にとって問題となってきている。しかし、新しい時代の挑戦に積極的に対処しようとするものにとっては大きなチャンスなのである。

悪情報の高いつけ
エコノミストは成長していれば区別しようと思わない―
我々が新しい学校を作っても、毒性をもった廃棄物汚染をきれいにして稼いでいても

自然資本の本当の価値は我々に不正確な情報を与える金融システムによって隠されてしまっている－古典的な「意味のないものを入れても意味のないものしか出てこない」という状況である。貨幣や価格や市場だけでは、田舎、高速道路、ポリウレタンが本当にどれくらいの価値を持っているかの情報を得ることができない。むしろ、我々をとりまく大気や河川流域、疲弊した土壌、殺伐とした都市の内部などそれ以外のものすべてが正確な情報を与えてくれる。これらものがすべて集まることにより、実は我々の価格付けが織り込まなければならないのに織り込んでいない情報を与えてくれるのだ。

まず、驚愕させられる可能性から検討していこう：米国経済はもはや成長しないかもしれないし、２５年前にすでに成長が止まっていたのかもしれない。もちろんこれは１９７３年から毎年２．５％で成長し続けてきたドルで観測される国民総生産（GDP）のことではない。この成長があっても生活の改善やよりよいインフラや実質賃金の向上、レジャーや家族団らん時間の改善、経済の安全保障の向上などがあったという証拠はほとんど見当たらないのである。

この議論の論理は（今のところ）標準的ではないが、シンプルである。我々が使っているGDPのような指標は実は本当の成長を計測しているわけではないため、経済が成長しているかどうかはわかっていない。GDPはドルが人手から人手にわたれば経済成長が起こるという仮定に基づいて、貨幣による決済を観測したものだからだ。しかし、金銭的な決済と成長との間に乖離がある世界もあるのだ。家で２ヶ月すごすのと強盗にあって怪我をして病院で２ヶ月すごすのとを比較してみよう。コストが同じだったとする。するとどっちが成長したことになるのだろうか。GDPには全く区別がない。また、たとえば大統領が犯罪対策のための刑務所建設に１００億ドルの予算を取ったことを発表したとしよう。これは１００億ドルの成長であろうか。また、もしある貨物列車がサクラメント川のそばで脱線して１０，０００ガロン（３７，８００リットル）のアトラジン（除草剤）を川に垂れ流し、３０マイル下流までの魚が汚染されたらどうだろう。清掃や放流や流域の人に汚染した魚への警告をすることや鉄道会社と化学会社に対する訴訟のために費用がかかる。これは成長なのか。それとも損失なのか。

現在のところ、産業、環境、社会における無駄のほとんどを、バナナや車やバービー人形とまったく同様にすべてGDP としてエコノミストは計算するのである。成長には社会に貢献しようが損失を与えようがすべてが含まれてしまうのだ。さらに同様に、救急治療室、監獄、有毒物質処理、ホームレスの仮宿舎、訴訟、がん治療、離婚訴訟、高速道路のゴミ掃除などのコストすべても含まれている。
経済成長の頭打ちについてとやかく言うよりも、前進しているのか、後退しているのかを見極めるために予算に含まれる負のコストを差し引いてみる必要がある。しかし、不幸なことに、経済成長の問題については、マイナス記号のない電卓しか政府は使用しようとしないのである。

資源を無駄にすることは人を無駄にすること
資源の無駄を減らすことで雇用が創造される。
産業は資源ではなく労働者の生産性の向上を常に求め続けてきた。採取、海運、採掘、資源開拓、どれをとっても能力が飛躍的に向上したおかげであるが、都合のいいことにほとんどすべての資源の価格は２００年にわたって下がり続けてきた。競争優位の軍配がつねに低コストによる提供者に上げられるとすれば、また資源が安いとすれば、労働者の生産性をあげるためにビジネスはどんどん資源の利用を拡大していくことになる。

人口が小さく、資源が大量にある場合には、そのような戦略は極めて理にかなっている。しかし、将来のニーズに合わせていくことを考えると、現代ビジネス経済は「コペルニクス以前」のものである。民間企業のsummum bonum
がより多くの資源とより少ない労働を使うという時代遅れの産業界の仮説に執着する限りにおいては、我々は社会の傷を癒すことも、環境を「救う」こともできない。我々の考え方は後向きである：我々は（自然資本）という少ししかないものを、(人)というよりたくさんあるもの以上に使ってはならない。労働生産性を高く維持することが所得と経済的幸福にとって重大テーマでありながら、社会そのものとぶつかるような労働生産性はあたかも家を暖めるために家具を燃やしているようなものである。

あらゆるコストを無視した我々の労働生産性への固執は環境だけでなく、労働をも枯渇させる。農産物の生産過剰が表面土壌をだめにするように、過剰な生産性は全従業員を疲弊させてしまうのだ。生産性が向上すれば余暇と幸福が増大するというそもそもの仮定は、何十年にわたって正しかったが、いまや悪い冗談となってしまった。米国では、被雇用者で生産性が高くなっていると思われる人たちは、自分が２０年前よりも１年間に１００から２００時間よけいに働いていることを発見するかもしれない。

１９９４年に部屋を埋め尽くしたフォーチュン５００企業の役員達に対して以下のような質問を投げた：今後５年間現在以上にハードに働きたい人はいますか？オフィスに怠け者はいますか？オフィスに子供と一緒にいすぎる社員はいますか？反応はとまどった笑い声がぱらぱらと聞こえただけであった。そしてすぐに沈黙がおとずれた。それが最もふさわしい反応だったのであろう。

いまのところ、仕事を減らされた人、リエンジニアリングされた人、リストラされていなくなったひとたちは、何百万人の若者達と同様に、我々が経済システムを大変うまく作ることができたため、卑賤な仕事をのぞけば君達はお払い箱だと言い渡されたようなものである。

産業化が進んだ世界では、失業と雇用低下の方が、２５年間にわたって雇用よりも促進されてきた。世界中の三分の一の労働者は現在の経済スキームの中で自分は価値がないと考えている。

明らかに、１０億人の意思ある労働者達がちゃんとした仕事や仕事そのものを見つけることができないときに、我々は根本的な変革を実施しなければならない。(たとえ、財政手段、国家プログラムやチャリティなどでは) 我々が彼らを必要としない社会を作り続ける限り、人々の生活に価値の意味づけや誇りなどを植えつけることはできない。もし自分に価値がないと感じているならば、人々は時にびっくりするような方法で社会の外から答えを出してきたりする。都会の子供達と一緒に働くパイオニアであるWilliam Stricklandは、「ここに来たくもない子供達に代数を教えることなどできない。」と語っている。彼が言いたかったことは、都会の子供はそこに来たくもないし、生きることも、地球上のどこに行くことにも興味がないということである。彼らは訴えているのに、我々は聞こうともしていない。そのため彼らはリスクの高い行動（避妊しないセックス、麻薬、暴力など）を我々がそれに気づくまで加速させていく。我々が気づく頃には（もう手遅れであり）、彼らの行動は犯罪の領域に達していることが普通である。我々は彼らを非難し、もっと監獄を建てて、そのコストをGDPに織り込む。

神学者のMatthew Foxは我々が唯一完全雇用でない生物であると指摘したことがある。しかし、我々は雇用を奪う技術に頑固に固執している。今日では、我々はさらに一段の収益を搾り出すために、完全な能力をもった人たちを解雇しているのだ。リストラの中には、もちろん必要なものも遅すぎるものもある。しかし、物理学者のAmory LovinsとErnst von Weizsoeckerは、繰り返し我々が解雇しなければならないのが、生産性のないキロワットや石油や何トンもの物質、古い森林から作ったパルプであって、そのためにはもっと人を雇わなければならないと言っている。
実際に、資源利用を減らすことは雇用を創生し、環境に対して我々が与えているインパクトを軽減する。成長しながら、資源利用を減らし、税を減らし、資本あたりの必要な消費を増やし、財政赤字を減らし、政府を小さくし、ダメージを受けた社会、自然双方の環境を回復させ始めることができる。

これまで（議論してきたこと）についてだけでは、（私の提案に対して）懐疑的になってしまったかもしれない。最後のまとめは希望的すぎるし、あまりにたくさんのことを約束しようとしている。このもうひとつの経済的選択がそれほど魅力的なものであるのならば、なぜ我々は現在選択していないのだろう？よい質問である。私はこの疑問に答えてみたいと思う。しかし、これが底抜けの楽天家による提案だという疑問点についてはそのままにしておこう。なぜなら私が楽観的であるのは、問題の深刻さから来ているのであって、この解が楽な手段だからというわけではないからである。ゴミは高価すぎるものなのだ。正しいことをすることのほうがずっと安上がりなのである。

資源の生産性
創造　— 超音波洗濯機からバーチャル・モールまで —
は、革新的に資源利用の非効率性を低減する。
経済学者は、あらゆる可能性のある経済社会の中で、合理的な市場が最も効率が良いと言っている。しかし、彼らの理論は、物理学、生物学、常識などを無視した尺度に基づいた経済効率を考慮した場合のみに成り立つ理論である。エネルギーと質量保存法則とエントロピーの法則が本当の効率を決めるのであって、フォーブズやダウジョーンズや連邦準備基金が決めるわけではない。これは、お金がどのくらいのリターンを得たかという質問とは根本的に違う問題なのである。

もし我々がすでに十分効率的に物質やエネルギーを利用しているのであれば、資源の生産性を劇的に向上させるという議論は現実的ではないという主張は支持されることになる。しかし、分子レベルで観察すると逆の結論が出てくる。たとえば、１００ガロンのガソリンのうち乗っている人を動かしているのはたった１ガロンだけであるため、自動車の効率はその意味で１％にとどまっている。同様に、電球のフィラメントを暖めているエネルギーの８から１０％しか可視光を出すために使用されていないのだ（これを電球とよぶヒーターと表現する人もいる）。現代のカーペットはおおよそ１２年もつが、埋め立てた後は２万年以上たたないと分解されない。ということは０．０６%の効率しかないのである。

産業における循環研究の第一人者であるRobert Ayresによれば、耐久消費財を作るために使用される材料の９４％は製品が完成する前に廃棄物となるらしい。生産過程では生産物よりも多くの廃棄物が生成される上に、再利用されたり再生利用されたりしない限り、製品のほとんどが失われることになる。総合すると、米国の物質およびエネルギーの生産性は1から2%を超えていない。言い換えると、米国産業は、消費者サービスに必要とされる理論的な物質とエネルギーの１００倍を使用していることになる。

1976年にAmory Lovinsが評判となったエッセイ「エネルギー戦略：選択されなかった道？」を出した時、資源生産性の研究に転機が訪れた。Lovinsが議論していることは単純である：定常的に増加するエネルギー供給を要求する「険しい道」を追及するかわりに、彼は本当の問題が、どうやって最低限のコストでエネルギーの「最終利用」を最大にするかということであるという提案をした。言葉を替えると、彼が議論しているのは、消費者はギガジュールにもワットにもBTUにも興味はないということである。彼らが欲するのは明るい職場であり、暖かいシャワーであり、心地よい家であり、効率的な移動手段なのである。人々が欲しがっているのは、エネルギーが与えてくれるサービスなのだ。Lovinsは賢いエネルギーシステムとは、最も安いコストでサービスを提供してくれるものであると指摘している。例として彼は、断熱のコストと原子力発電のコストを比較している。原子力発電所を建てる政策は、今日でもあいかわらずなくならない「どんな犠牲を払っても供給する」というドクトリンを意味している。断熱の悪い家屋から熱が逃げていくのであるから、家を暖めることぐらいのために高価な発電プラントを利用することに道理はないと彼は言っている。Lovinsは、エネルギーを浪費するのではなく、節約することで我々はお金を稼ぐことができる、アラスカに眠る石油からよりもアメリカの家庭の屋根裏部屋からの方が、よりたくさんのエネルギーを見つけることができるのだと議論している。政府はあいかわらず彼の提案を無視し続けているが、予想は正しかったことがわかった。現在原子力発電業界は、反対勢力のせいではなく、それ自身に競争力がないために瀕死の状態にある。

1976年にエネルギー専門家は米国が３０％エネルギーを節約できるかどうかについて議論していた。21年たった現在、1976年レベルに比べると３０％以上（1年に1,800億ドルの節約）が実現されているにもかかわらず、専門家はさらに５０から９０%の節約が実現できるかどうかについて考えている。Lovinsは我々が９９%までは節約できるものと考えている。これはばかばかしいことだと聞こえるかもしれないが、産業革命の頃にあった織物職人がギアとモーターを使えば１００倍の生産性が得られるという議論とさして変わらないことなのだ。資源生産性革命はこれと同じ水準の問題である。米国のビルは、棚ざらしの技術（送風、照明、ポンプ、超効率窓、モーターやその他の記録を塗り替えた技術）によって９０％のエネルギー効率化を実現できるのだ。現れ始めたばかりの最新技術を使えば、エネルギー消費はさらに節約できる。たとえば風力発電のように、技術はより効率的であるばかりでなく、汚染も少なく、労働集約的でもある。風力発電は石炭発電よりも多くの労働力を必要とし、しかも、コストベースでも競争力を持ち始めたのである。

資源革命はすべてのビジネス分野で始まっている。林業では、住宅建築の品質、本や紙が提供する「サービス」、ティッシュの便利さなどのレベルを落とさずに７５%の木材を節約する数百の技術が再生利用により発見されている。住宅建設業界では、業者は釘や合板やコンクリートの代わりに、米や麦の藁、紙ごみ、土などの身の回りの材料を何ダースも利用することができる。Herman Millerは、再利用や材料化ができる家具の設計を行っている。オフィス家具の代表的企業であるSteelcase の子会社DesignTexは、簡単に組み立てられる外壁を販売している。

新しい「超自動車（"hypercar"）」が開発されているにもかかわらず、Peter Calthorpe、Andres Duany、Elizabeth Plater-Zyberkといった「新都会派」は、４０から６０％の自動車による移動の需要を減らす方法を考えている。（最近のサンフランシスコでの研究によれば、人口密度を倍にすると自動車利用は３０％減らせるということがわかっている）インターネットを介した購買は多くのショッピングモールを時代遅れなものにしてくれる。今や、活字の点よりも小さいチップに膨大な情報を格納することができるし、発光ダイオードは２０年間電球なしに照明として使えるし、超音波洗濯機は水をほとんど使わずに洗濯ができるし、生化学技術を使えば、殺虫剤や肥料の利用をなくすことができるし、プラスチックも再利用や肥料化ができるし、圧電ポリマーは靴のかかとからも波からも発電することができるし、屋根や道路は太陽光からエネルギーを集めるという兼業をさせることができる。もちろんこれらの技術の中には、現実的でないものや望ましくない副作用をもつものが含まれていることがわかるものもあるだろう。それにもかかわらず、何千もの他の技術を含めてまるでサケの群れが上流をめざすように、群れを成して高い資源効率に向かう旅をしている。
資源政策
所得税減税と資源価格の上昇は雇用と環境再生を促進するだろう。
どうしたら政府はこのような企業家「サケ」の遡上を促進することができるだろうか？最も簡単な政策のインプリケーション〈我々は（資源消費と汚染という）我々が望まない補助政策をやめて、(収入と労働という)我々が望む活動に対する課税もやめるように税システムを変える。〉は描くことは簡単であるが実施することは困難である。我々は順々に、しかし確実にビジネスを導く飴と鞭を変えていかなければならない。
税と補助金はメッセージである。金持ちであろうが貧乏人であろうが、だれでもそのメッセージを織り込みながら毎日活動している。税は買うものを高くするし、補助は人工的に価格を安くする。米国において我々は、一般的に環境利用、自動車、大企業、大掛かりな技術に補助金を出す傾向がある。〈「市場」の判断にゆだねられたものであるため、我々は雇用を増やすクリーンな技術に補助金を出すことを好まない。〉明瞭に我々は炭素、特に石油と石炭をベースとした生産に対して補助をする。たとえば、郊外のだらしのない広がりと都会の衰退を促す移動システムに莫大な補助を行っているし、核融合のようなリスキーな技術やスターウォーズ計画のような空飛ぶパイ
のような武器システムを支援している。〈原子力エネルギー委員会は1946年から1961年までの間に原子力飛行機の開発のために十億ドルを使用している。しかし、飛行機は一度も離陸しないできそこないであった。歴史のゴミ箱の中には海洋政策機関が普通の船よりも二百万ドルも年間コストがかかることがわかって廃船としてしまったサバンナとよばれる原子力船もある。〉
埋め立てから、スーパーファンド清掃、大深度井戸注入、放射性廃棄物貯蔵まで—我々は星の数ほどもある廃棄物処理手段に補助を行っている。その過程で一度使用したものの８０%が再利用されずに捨てられている。

農業については、米国政府はあらゆる問題をカバーしている。農業生産、農業非生産、農業破壊、農業回復に対して我々は補助を行っている。我々はサトウキビ農業には価格補償を行っているし、（サトウキビ農家が破壊している）エバーグレード湖沼地の保護にも補助を行っている。我々は公有地での放牧を支援している上に、表土の保護費用を払っている。我々は、農家が牛を育てるためのアルファルファを栽培するために、地下水を枯渇させ、その牛から搾り取ったミルクで作った（飢えた人の手には渡らない）チーズの余剰を保存するための倉庫のエネルギーコストにも援助を行っている。

さらに我々は寿命を迎えた産業を寄付で支えている。連邦政府の補償が（洪水時に流水におおわれる）氾濫源開発者には与えられているし、スキーリゾートには借地料の安い土地を貸しているし、預金やローンをだめにした民間組織に預金保険が与えられているし、森林資源をもとに収益をあげる民間企業がわずかな復元コストを払って買う材木を運ぶことができるように、野生地に入るための道路建設に予算が使われているし、ペンタゴンに不要な何十億ドルもの在庫やパーツを提供した軍の調達業者にその代金を渡している。
これらは我々が進んで行う行動の一部である。一方で我々が遅らせようとするものは、明らかに雇用と社会福祉である。なぜなら、我々は労働と所得に対して課税するので、その二つには消極的になるのだ。1994年に連邦政府は一兆二千七百億ドルの税収があった。そのうち７１％が労働に対するもの（所得税と社会保険税）である。また１０％は企業所得税である。労働に高い税をかけるために、ビジネスが雇用を減らすことが促進されている。

資源生産性を支持するポリシーを作るには、社会的「善」である労働に対する課税から、社会的「悪」である資源利用、汚染、化石燃料と廃棄物に対する課税に改めなければならない。この税のシフトは「税収中立」でなければならない。つまり資源や廃棄物にかけられる税と同じ金額が所得税から控除されていかなければならないということである。廃棄物と資源のコストが上がれば、企業は割高な資源を節約するために割安な労働力を使いながら節約するようになるだろう。

この税シフトの目的は何に課税するのかを変えることであって、誰に課税するのかを変えようとするものではない。しかし、どんな税制の変更も一様ではない。低所得者層への調整なしには、資源に税をシフトすることは反動的な行為になる。そのため、税負担の重さは多かれ少なかれ所得レベルにより現在と同じものでなければならない。〈実現にはいろいろな方法がある。〉　変更の重要要素は税制システムの目的である。というのも、現在の税制はお金を集める以外に明瞭な目的を持っていないからである。９０００ものセクションで構成されている内務財政コードから読み取ることができるたった一つのインセンティブは、ごまかすことか税専門弁護士
を雇うことかのどちらかである。

ビジネスが戦略的な投資をするための明確な方向性を与えるために、資源へと課税を移動させることには、きちんとした施行が必要である。たとえば１５から２０年のタイムスパンがあれば、ビジネスは現在の資本投資を価値ある生活に向かうために減らしていくことができるだろう。

もちろん、税制のシフトだけではビジネスのやりかたを変えることはできない。世界の通商、教育、経済開発、（成長と幸福のものさしを含めた）計量経済学、科学研究に関する問題に対する一連の大きな政策転換が伴わなければならない。税制のシフトの成功のためには、民主主義の崩壊を逆回りさせること、すなわち、選挙資金改革とメディア集中を改革させる必要もある。

ことわざにもあるように、馬が行きたいほうに行くほうが乗馬は楽である。なぜなら、自然資本は否応なく高くなっていくし、我々は税制を変更し始めることによって変化に対応しなければならないからだ。資源に税をかけることは（反対のことを言う人も産業界にはいるであろうが）、生活水準を下げることではない。それはそれがとってかわるものよりはるかに効率的な新しい製品や技術やプロセスを作り出すイノベーションが爆発的に発生することを意味することになるからである。

エコノミストの中には、我々は市場にコストを発見させなければならないとか、特定の結果を導くために税制を使うのは干渉主義者であるとか言って反論するものがいるであろうことは想像に難くない。しかし、すべての税システムは干渉主義であり、問題であるのは干渉があるかどうかではなく、どのように干渉するかなのである。

税システムは価格によってコストと統合されなければならない。いまのところ我々はこれら２つを分離している。我々は何に対しても価格であれば知ることができるが、コストはわからない。価格は買うものが払うお金である。コストは社会が払うものである。たとえば、米国人は1ガロンあたり約1.5ドルをガソリンステーションで支払うが、すべてのコストを計算するとガソリン1ガロンあたり7ドルになる。たとえば中東の原油は、1バレルあたりのコストは約100ドルである。価格は25ドルで75ドルはペンタゴンが輸送ルートを安全に保つためのコストである。同様に殺虫剤ぺスティサイドの価格は1ガロン35ドル程度であろうが、井戸、川、血液中に入ったときの社会コストはその中に含まれていない。

未来
我々の生活システムと社会の安定はリスクにさらされている。しかし、解消するための解は有益であり、創造的であり、確実に実現可能である。

１７５０年にはだれも産業化を想像できなかっただろう。今日でも、次の世紀に起こるであろう資源生産性革命を推し量ることは同様に難しい。しかし、（資源生産性革命）は、次第に資源やエネルギーの利用を年々減らすと同時に消費者の生活を改善していく経済、自然資本が増えるような投資を我々が行うにつれて環境の悪化が止まり、もとに戻り始めるような経済、そして最後に現在就いている職業よりも役にも立ち価値もある職業が得られる社会を約束してくれるのだ。

ユートピアを夢見ているのだろうか？いや違う。人間であるという状態は同じである。我々は不用意でもあり、賢くもあり、おろかでもあり、妥当に考えたりもする。どんな経済システムも万能ではないし、人間を改善したりしない。しかし、２０世紀が痛烈に教えてくれているように、悪いシステムはよい人々を破壊してしまうのだ。

自然資本主義は、激変や制度を根こそぎにすることや新しい社会秩序をつくるための動乱の扇動を意味するものではない。〈かえって、根本的問題を放っておくことのほうがこのような結果を招く可能性がはるかに高いのだ。〉　自然資本主義は、経済と社会の要因をポジティブな方法で刺激する小さくても重大な選択なのである。

自然資本主義は、なにも成果を保証するものではない。しかし、何千年にもわたってダイナミックな変化にうまく対応してきた生態システムに対して経済システムが、これまでよりもずっと似たものになることを保証するだろう。最終的にこの比喩は資本主義の本質、すなわち、市場は生命と進化を真似る力を持っているというアイデアそのものであるのだ。
ビジネスチャンスは明瞭であり、豊かにある。次の世紀に人口がどんどん増えて２倍に達したとき、同時に資本１単位あたりの資源調達が二分の一、三分の一、四分の一と減っていくときに、生産の中でどの要素が価値をあげていくのだろうか、価値を下げていくのは何だろうか。資本の働きの根本的なシフトはもはや曲げることはできないのである。

皮肉なことに、Earth First!、 Rainforest Action Network、Greenpeaceなどの団体はいまや本当の資本主義者となってしまった。グリーンハウスガス、化学汚染、水産資源、野生生物の回廊
、原生林を喪失する問題を取り上げることによって、存続可能なビジネスの未来を維持するために必要なことを、商工会議所全体をあわせたよりもたくさん実行しているのである。ビジネスリーダー達が熱く資源不足に対処するためのアイデアを議論している時に、何兆ドルの自然資本：土壌、森林、水脈、海、草原、川を我々に提供してくれる生態システムを我々が失いつつあることはないなどと言う者は、信頼できる科学者たちの中にも企業の中にもほとんどいなくなっている。さらに、生態システムは世界の人口とそのサービスに対する需要が指数関数的に増えている中で衰えつつあるのだ。
５０年の間に生活と人口が２倍になるという予測のとおりになったとすると、また、発展途上国が先進国と同じ生活水準を持つようになるとすれば、我々は資源利用（および廃棄物の発生）を１６倍という規模で５０年の間に増やさなければならないだろう。公式には政府も国際連合も産業界もこのゴールをめざして向かっている。個人的には、地球の限界と生活基盤システムの奪い合いを考慮すれば、だれも１６倍という数字で産業のスループットを上げることができるとは信じていない。

エコノミストにとって、資源が豊富であった時代に彼らの重要な理論が基礎付けられたために、エコシステムのサービスが減少することが経済の進化の次のステージに対してどのような基礎付けとなるかについて理解することは、困難である。なんとよばれるかはわからないが、経済システムの次のステージは強力だがはるかに長いタイムラグを持った生態システムからのフィードバックをメッセージとすることで登場するものである。（今のところ）我々は生物システムや社会的安定や財政の安定や健康を時代遅れの経済理論に明け渡して、伝統的な経済成長が我々を助けてくれると望んでいるのだ。しかし、もし経済成長が我々を救うのなら、もはや普通の方法ではありえない。
では、なぜ望みを持つことができるのだろうか。その理由は、直面する問題に対する解が有益で創造的で確実に実現可能であるからだ。社会はしばらくバカな振る舞いをするかもしれないが、いつか経済的な障害が最小限となる道に向かって移動していくようになるのだ。自然資本サービスを失うと、環境自身の嘆かわしさと同様に、コストにも跳ね返ってくる。今のところ我々は直面している問題に対応して動くような経済理論と会計システムの組み合わせを作ったところである。

ゴーイングコンサーン
や安定成長よりも原生林が(果物籠とイエローページのように)流動化にとって重要であると信じながらノーベル経済学賞を受賞し、金箔で彩られたブルーム型馬車に乗ってストックホルムの王宮に出かけることもできるのだ。しかし、近い将来（２０年くらいまでの間と私は考える）我々は、個別には知っていたこと（屋根でも車でも惑星でもだめになるに任せた後で修理するよりもこまめにケアするほうが安あがりなのだということ）の全体像がわかるようになるのだ。

森林や川の価値を測る「正しい」方法はないであろうが、間違った方法ならある。それは、価値を全く与えない方法である。樹齢が７００年の木の価値を決めることなんてできるだろうか？新しく同じものを作るためにどのくらいコストがかかるのかを聞くだけでいい。新しい川、新しい大気（の価値）も同じことである。

メディアと政治がそれぞれ鋭く分裂・対立しているにもかかわらず、米国人が自分の子や孫のために描く国の将来像は驚くほど一貫性がある。資源（や社会の）生産性への関心は、ほとんど完全に米国の有権者がとりあげるものと関連している。彼らが望むのは、よりよい学校、よりよい環境、安全な地域社会、より安定した経済、強い家族のきずなと家族への支援、できるだけ自由な市場、少ない規制、安い税金、小さな政府とローカルな統制である。

より少ないことからより多くを得るための営みが、慈悲深く、豊かで、永続的であって、そのため賢く、競争力さえあるものであることを理解する人々に未来は帰属するものである。
� この翻訳はMother JonesとPaul Hawkenの許可を得て作成しました。


Reprinted with permission from the March/April 1997 issue of Mother Jones magazine (� HYPERLINK "http://www.motherjones.com" �www.motherjones.com�), ©1997, Foundation for National Progress.


©藤田正幸：転載、引用は自由ですが、翻訳は原文の内容を保証するものではありません。脚注は訳者注意書きです。


� � HYPERLINK "http://www.motherjones.com/mother_jones/MA97/hawken.html" ��http://www.motherjones.com/mother_jones/MA97/hawken.html�


� Paul Hawken


自然資本主義については、以下の本に詳しく書かれています。


“自然資本の経済―「成長の限界」を突破する新産業革命”, 


ポール ホーケン (著), L.ハンター ロビンス (著), エイモリ・B. ロビンス (著), Paul Hawken (原著), L.Hunter Lovins (原著), Amory B. Lovins (原著), 佐和 隆光 (翻訳), 小幡 すぎ子 (翻訳)、日本経済新聞社 , ISBN: 4532148715 , 2001年10月.


� EPA米国環境保護政策局が行っている清掃、環境改善政策。著者はラディカルに食ってかかっているらしい。


�京都プロトコルではCO2だけでなく全部で６種類ある：carbon dioxide (CO2), methane (CH4), nitrous oxide (N2O), hydrofluorocarbons (HFCs), perfluorocarbons (PFCs), ans sulphur hexafluoride (SF6)。


� オズの魔法使いの一場面、Totoは主人公ドロシーが連れていた犬：Toto attempts to pull back the curtain to expose the Wizard.


�人間の究極的目的の至上善（キケロ）


� pie-in-the-sky：政治家などが提案する途方もなく楽観的な目標


� 米国では多くの大企業が税金専門の会計事務所を使ってかなりの節税を行っている。エンロンも最後の3年間は1セントも納税していなかったことが話題になった。


� wildlife corridors:地域的に比較的狭い範囲（国や州や国立公園などの保護区）で種のバラエティをもった生物がつくる生態系のバランス


� 企業経営が守らなければならない企業は継続的でなければならないという原則。
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